
事業概要一覧 【様式２】
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所管局 建設局

平時・災害時における道路管理の
拠点施設である地域整備事務所の
整備を行う事業であり、施設機能を
維持する必要があるため。

0 改善する余地がある

指定管理
主
な
内
訳

施設整備設計等委
託料等

1,363 2,864 0 改善する余地がない

委託

補助金

負担金 人件費(b) 8,200 16,200 0

総コスト(a)+(b) 9,563

11,250

委託 浚渫等委託料 68,798 1,628 2,000
理
由
・
説
明

8,200

総コスト(a)+(b) 138,099 20,542 18,448

土
木
監
理
課

地域整備事務所整備

D
 

建
設
・
整
備
事
業

直接実施

地域整備事務所所有の土地、建物の適正な維
持・管理を行う。

事業費(a) 1,363 60,784

施設整備工事費 0 57,920 0
理
由
・
説
明

76,984 0

土
木
監
理
課

負担金

738,060 651,861 633,671

河川水路維持（地域
整備事務所）

D
 

建
設
・
整
備
事
業

直接実施

管理河川及び水路の構造物の修繕及び除草・
清掃・浚渫等を行う。

事業費(a) 117,599

土
木
監
理
課

舗装補修

D
 

建
設
・
整
備
事
業

9,292 10,248 改善する余地がある

指定管理
主
な
内
訳

雨水管及び水路構
造物等修繕料等

25,554 2,630 3,168 改善する余地がない

管理河川及び水路を良好な状態に
保ち、浸水のない安全快適な住環
境を守る必要があるため。

補助金 水路等整備工事費 23,247 5,034 5,080

負担金 人件費(b) 20,500

598,660 514,161 494,271 改善する余地がある

指定管理
主
な
内
訳

舗装補修工事設計
等委託料等

11,383 14,337 11,225

直接実施

既設道路の舗装について、道路パトロールや
市民からの要望等をもとに、現場確認を行い、
緊急性の高い箇所から速やかに補修を行う。

事業費(a)

総コスト(a)+(b)

0 9,376 20,000

負担金 人件費(b) 139,400 137,700 139,400

改善する余地がない

委託 舗装補修工事費 587,277 490,448 463,046
理
由
・
説
明

部分的に破損した舗装を補修する事業
であり、既設道路を安全で安心して利
用できるよう維持・管理を行う必要があ
るため。

補助金

17,700
理
由
・
説
明

道路側溝、路面等を改良し、市民
の通行の安全,通行空間を確保す
るとともに、生活環境を改善する必
要があるため。

補助金 負担金 2,889 0

負担金 人件費(b) 22,140 21,870 16,400

総コスト(a)+(b) 78,803 84,021 39,100

コロナ対応を踏まえ、事業のあり方を改善
する余地があるか。事務事業名 実施手法 実施内容 H30決算 R1決算 R2予算

土
木
監
理
課

一般道路新設改良
（地域整備事務所）

D
 

建
設
・
整
備
事
業

直接実施

道路脇に縦断的に設置されている溝や水路の
構造変更（Ｌ型側溝化等）を行うことで、段差の
ない通行しやすい形状にし、安全な歩行空間を
確保する。また、この改良により側溝の勾配不
良による水溜りを解消し、生活環境改善も図れ
る。

事業費(a) 56,663 62,151 22,700

所
属

事業概要 投入量（千円）

改善する余地がある

指定管理
主
な
内
訳

道路測量設計等委
託料

4,475 11,374 5,000 改善する余地がない

委託
道路新設改良工事
費

33,753 47,888
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事業概要一覧 【様式２】

分類

所管局 建設局

コロナ対応を踏まえ、事業のあり方を改善
する余地があるか。事務事業名 実施手法 実施内容 H30決算 R1決算 R2予算

所
属

事業概要 投入量（千円）

■ □

□ ■

■

□

■

■ □

□ ■

■

□

□

■ □

□ ■

■

□

□

307 153,156 103,325

負担金 人件費(b) 404,500 385,900

土
木
監
理
課

道路橋りょう維持

D
 

建
設
・
整
備
事
業

直接実施

道路の清掃や除草、街路樹の管理、道路上に
ある土木施設の維持・管理・修繕等を行う。

事業費(a) 11,229 2,088,287 1,964,568

378,100

総コスト(a)+(b) 415,729 2,474,187 2,342,668

改善する余地がある

指定管理
主
な
内
訳

道路清掃、街路樹管
理等の管理費 10,922 1,210,346 1,123,068 改善する余地がない

委託
街路灯、防護柵等
修繕料

0 724,785 738,175
理
由
・
説
明

安全・安心で快適に通行できる道
路機能を確保し、利便性の向上を
図る必要があるため。

補助金 側溝等整備工事費

改善する余地がある

指定管理
主
な
内
訳

リース賃貸借 10,922 17,496 27,650 改善する余地がない

委託 設計及び工事 0 9,584 160,000
理
由
・
説
明

既設道路照明灯の水銀ランプについて
令和2年に製造、輸出・輸入が禁止さ
れ、更新による対応が必要であるた
め。
なお、幹線道路におけるリース方式で
のＬＥＤ化はＲ２年度で完了する。

補助金 廃棄物処分 307 1,046 2,000

負担金 人件費(b) 24,600 24,300

土
木
監
理
課

道路照明灯LED更新
事業

D
 

建
設
・
整
備
事
業

直接実施
道路照明灯（水銀灯やナトリウム灯）について、灯具
交換時などの買取によるLED化に加え、平成29年度
から幹線道路についてリース方式（物品賃貸借契
約）によるLED化に取組み、将来のトータルコストの
縮減及びCO2の排出量削減による低炭素化・省エネ
ルギー化を推進する。
また、災害時の電力不足への備えとしてLED化を推
進する。

事業費(a) 11,229 28,126 189,650

24,600

総コスト(a)+(b) 35,829 52,426 214,250

土
木
監
理
課

泉北ニュータウン道
路舗装更新事業

D
 

建
設
・
整
備
事
業

直接実施 老朽化が進んでいる泉北ニュータウン内の道路舗装
について、計画的に舗装更新を実施し、舗装の長寿
命化と予算の平準化を図るとともに、安全・安心な道
路空間を確保する。
【対象道路】
・地区幹線道路（約80ｋｍ）
主にバス等通行する道路や歩道がある道路等、道
路幅員が概ね６ｍ以上の道路
・生活道路（約120ｋｍ）
主に道路幅員が６ｍ未満の住宅地内の道路

事業費(a) 330,157 313,090 293,518

57,400

総コスト(a)+(b) 391,657 377,890 350,918

改善する余地がある

指定管理
主
な
内
訳

舗装更新設計委託 29,451 18,374 25,000 改善する余地がない

委託 舗装更新工事 299,579 283,510 160,384
理
由
・
説
明

老朽化対策を実施して市民の通行
の安全・安心を確保するとともに、
水道など道路占用事業者と連携し
て効果的かつ効率的に事業を進め
る必要があるため。

補助金 舗装更新負担金 1,127 11,206 108,134

負担金 人件費(b) 61,500 64,800
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事業概要一覧 【様式２】

分類

所管局 建設局

コロナ対応を踏まえ、事業のあり方を改善
する余地があるか。事務事業名 実施手法 実施内容 H30決算 R1決算 R2予算

所
属

事業概要 投入量（千円）

■ ■

□ □

■

□

■

■ ■

□ □

□

□

□

■ ■

□ □

■

□

□

6,938

13,478 18,575事業費(a) 17,932

法
定
外
公
共
物
課

法定外公共物管理事
務

B
 

法
定
義
務
等
事
業

路
政
課

道路管理

B
 

法
定
義
務
等
事
業

改善する余地がある

指定管理

主
な
内
訳

法定外公共物管理台帳作
成業務等委託料 11,160 5,946 8,687 改善する余地がない

　本事業は法定外公共物の境界確定、
使用許可、売り払いを行っているもので
ある。コロナ対応として人同士が接触
する機会を極力減らすため、郵送によ
る申請書類の受付や現場立会の分散
による密の回避を行うなどの改善を
行っている。また、申請書類の受付等
について、ＩＣＴの活用により業務の効
率化・サービスの向上を図る。

補助金 その他（パソコン使用料及
び賃借料等） 1,984 2,536 2,950

負担金 人件費(b) 97,200 96,300

委託 嘱託報酬・賃金 4,788 4,996

直接実施

主な事業内容
法定外公共物の財産管理者として、使用許
可、用地処理、境界確定等、適正な管理を行
う。
①電気・ガス・水道等の法定外公共物の使用
許可に関する事務
②売り払い等の用地処理に関する事務
③境界確定協議に関する事務

理
由
・
説
明

81,000

総コスト(a)+(b) 115,132 109,778 99,575

改善する余地がある

指定管理

主
な
内
訳

賃金 1,671 1,823

直接実施

車両制限令に規定の車両の幅・長さ・高さ・重
さ等の最高限度を超える車両の通行につい
て、通行許可書の発行を行う。
他の道路管理者からの通行協議に対し回答す
る。

事業費(a)

その他（消耗品等）

総コスト(a)+(b)

改善する余地がない

委託 報酬 1,557

国のオンライン個別協議システム
に参画し、道路管理者間の協議書
や回答書の電子データ化、オンラ
イン化を促進することで、通行許可
書交付の迅速化を図る。

補助金
インターネット回線
使用料

253

81 93

負担金
道路情報便覧更新ヒ
アリング旅費 1 0 63

22,506

改善する余地がある

指定管理

主
な
内
訳

道路台帳修正委託
料

49,680 64,680 51,975 改善する余地がない

委託
公共用地調査測量
等事務

13,526 2,897 12,000

理
由
・
説
明

道路敷地情報管理システムに地番
図作成機能を追加することで、道
路内地番の問合せに迅速に対応
できるよう取組を進める。
道路敷地情報管理システムの充実
により、道路に関する情報をオンラ
インで閲覧できる環境をめざす。

補助金
道路占用物件管理許
可システム 5,940 4,840 2,000

負担金
その他課の運営に係
る事務経費等 34,731

115,412直接実施
主な事業内容
道路法に基づく、各種手続き、許可並びに道路敷地
の財産管理等を行う。
①道路敷地の取得・処分に関し、登記・契約等の財
産管理に伴う事務
②沿道敷地所有者との協議により、管理する道路の
区域を確定
③道路の認定、廃止等に係る議会上程手続き及び
議決後の認定・区域決定・供用開始等の告示事務
④道路認定等の告示内容に基づき、道路台帳（調
書・図面）記載事項の修正を行い、道路台帳を整備
⑤電気・ガス・水道等のライフラインを始めとする道
路占用物件の許可事務

事業費(a) 103,877 113,890

理
由
・
説
明

22,461

2,006 2,067 2,461

路
政
課

特殊車両通行許可事
務

B
 

法
定
義
務
等
事
業

163 748

人件費(b) 20,500 20,250 20,000

81

22,317

49,437

人件費(b) 131,640 122,220 189,158

総コスト(a)+(b) 235,517 236,110 304,570

41,473
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事業概要一覧 【様式２】

分類

所管局 建設局

コロナ対応を踏まえ、事業のあり方を改善
する余地があるか。事務事業名 実施手法 実施内容 H30決算 R1決算 R2予算

所
属

事業概要 投入量（千円）

■ □

□ ■

■

□

□

□ □

□ ■

■

□

□

■ □

□ ■

■

□

□

■ □

□ ■

■

□

□

3,464 3,204 4,180

負担金 人件費(b) 14,760 14,580 14,760

委託 工事請負費 27,903 15,976 192,133

補助金 その他

279,680

河
川
水
路
課

河川水路維持

D
 

建
設
・
整
備
事
業

改善する余地がある

指定管理
主
な
内
訳

委託料 64,120 51,966 83,367 改善する余地がない

理
由
・
説
明

地域防災力の向上と災害に強いま
ちづくりの推進を図る上で、重要な
役割を担う排水機場の正常な機能
確保に必要となる事業であるため。

河
川
水
路
課

内川排水機場維持管理

D
 

建
設
・
整
備
事
業

直接実施

・内川排水機場は設置から30年以上が経過している
ことから、長寿命化計画に基づき、施設の延命化を
図るため、各機器の整備・更新を行う。
・排水ポンプが常に正常な運転ができる状態に保つ
ために、各種点検を行う。
・河川構造物の耐震性能照査指針（国土交通省）に
基づき、液状化を考慮した耐震対策を行う。

事業費(a)

総コスト(a)+(b)

95,487 71,146

110,247 85,726 294,440

改善する余地がある

指定管理
主
な
内
訳

委託料 67,595 67,800 改善する余地がない

委託 工事請負費 5,670 3,900
理
由
・
説
明

管理河川及び水路を良好な状態に
保ち、浸水のない安全快適な住環
境を守る必要があるため。

補助金 その他 12,964 18,673

負担金 人件費(b) 19,440

直接実施

管理河川及び水路を良好な状態に保ち、浸水
のない安全快適な住環境を守るため、構造物
の修繕及び除草・清掃・浚渫等を行う。

事業費(a)

土木監理課
作成シート
（19－05）に

含む

86,229 90,373

19,680

総コスト(a)+(b) 105,669 110,053

負担金 人件費(b) 6,501 5,840

道
路
計
画
課

事故ピンマップ作成
ほか業務

G
 

企
画
・
計
画
策
定
・
調
査
研
究
事
業

直接実施

・警察庁の保有する事故データを統合型GISへ
掲載し、事故発生位置などを視覚的に把握で
きるようにし、庁内情報共有及び活用を図る。
・平成25年度および平成28年度に指定された
事故危険個所における事故の発生状況を整理
し、対策実施後における対策効果評価を行っ
た。

事業費(a) 0 0 4,205

6,931

総コスト(a)+(b) 6,501 5,840 11,136

道
路
計
画
課

道路・街路交通情勢
調査等

G
 

企
画
・
計
画
策
定
・
調
査
研
究
事
業

直接実施
国より提示された平成27年全国道路・街路交通情勢
調査に基づく現況OD表をもとに、現況の堺市内にお
ける交通特性分析を行うとともに、平成22年道路交
通センサスに基づく将来OD表をもとに、対象路線に
ついて費用便益比を算出し、堺市都市計画道路整
備プログラムの見直しに向けた基礎資料作成と、公
共事業評価対象の都市計画道路について費用便益
分析による整備効果の検証を行った。

事業費(a) 2,916 8,547 42,000

7,751

総コスト(a)+(b) 9,417 14,387 49,751

改善する余地がある

指定管理
主
な
内
訳

調査委託費 0 0 4,205 改善する余地がない

委託
理
由
・
説
明

事故危険個所の対策は、国の社会資本整
備重点計画の主要施策であり、道路管理者
と公安委員会が連携の上、交通事故抑止対
策に取り組むこととされている。事故ピンマッ
プは国より、都道府県、政令市に作成が求
めらている。

補助金

改善する余地がある

指定管理
主
な
内
訳

調査委託費 2,916 8,547 42,000 改善する余地がない

委託
理
由
・
説
明

全国道路・街路交通情勢調査は、全国で一
体的に行われる一斉調査であり、国や他府
県市と同水準の調査が必要。
なお本調査は新型コロナウイルス感染拡大
による交通情勢の影響に鑑み、実施時期が
延期となった。

補助金

負担金 人件費(b) 6,501 5,840
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事業概要一覧 【様式２】

分類

所管局 建設局

コロナ対応を踏まえ、事業のあり方を改善
する余地があるか。事務事業名 実施手法 実施内容 H30決算 R1決算 R2予算

所
属

事業概要 投入量（千円）

■ □

□ ■

□

□

□

□ □

□ ■

□

□

□

■

■ □

□ ■

□

□

□

□ □

□ ■

□

□

■

負担金 人件費(b) 6,501 5,678

道
路
計
画
課

幹線道路の渋滞に係
る中期対策検討

G
 

企
画
・
計
画
策
定
・
調
査
研
究
事
業

直接実施
市内の幹線道路を中心として交通混雑している状況
がある。交通混雑の緩和を図り円滑な交通を確保す
るためには、市内の交通状況を把握するとともに、
効率的かつ効果的な対策を検討し実施する必要が
ある。これまで石津西町交差点にて車線構成の変更
（右折レーン）、右折滞留部の延長を行っている。
令和元年度は、下黒山交差点（左折ﾚｰﾝ増）、舟渡
北交差点（右左折ﾚｰﾝ増設）の改良工事を実施。石
津西町交差点の交通量調査を実施し引続き付近の
対策検討を実施している。

事業費(a)

6,931

総コスト(a)+(b) 6,501 5,678 6,931

道
路
計
画
課

阪神高速道路(株)の
事業に対する出資金

B
 

法
定
義
務
等
事
業

直接実施

（独）日本高速道路保有・債務返済機構に対
し、現在事業中の阪神高速道路の新設・改築
に要する費用の一部を、独立行政法人日本高
速道路保有・債務返済機構法に基づき出資し
ている。

事業費(a) 513,000 481,000 104,000

6,111

出資金 総コスト(a)+(b) 517,861 486,840 110,111

改善する余地がある

指定管理
主
な
内
訳

改善する余地がない

委託
理
由
・
説
明

交通混雑は経済的な損失、大気汚
染、騒音公害のリスクがあり、早期
の交通環境改善が必要。

補助金

改善する余地がある

指定管理 主
な
内
訳

出資金 513,000 481,000 104,000 改善する余地がない

委託
理
由
・
説
明

（独）日本高速道路保有・債務返済機
構に対し、現在事業中の阪神高速道路
の新設・改築に要する費用の一部を、
独立行政法人日本高速道路保有・債
務返済機構法に基づき出資しなければ
ならない。

補助金

負担金 人件費(b) 4,861 5,840

負担金 人件費(b) 4,861 5,840

道
路
計
画
課

高速道路等の料金施
策等に関する調整事
務

G
 

企
画
・
計
画
策
定
・
調
査
研
究
事
業

直接実施 近畿圏の高速道路は、複数の運営主体と料金体系
が混在し、利用者にとって分かりにくく割高な料金体
系となっていることから、平成29年6月より対距離制
を基本とした料金体系に移行され、平成30年4月に
は、府道路公社路線（堺泉北有料道路、南阪奈有料
道路）がNEXCO西日本に移管された。また令和2年3
月には阪神高速大和川線が全線開通し高速道路網
の整備が進んでいる。今後、料金体系の一元化によ
り利用者にとって更に分かりやすく利用しやすいもの
となるよう関係自治体と連携し、高速道路会社や国
等に働きかけていく。

事業費(a)

6,111

総コスト(a)+(b) 4,861 5,840 6,111

道
路
整
備
課

直轄国道負担金

B
 

法
定
義
務
等
事
業

直接実施

地方財政法第17条の2の規定及び道路法第53
条等に基づき、直轄国道（国道26号）で実施す
る事業について負担金を支出する。
（主な事業）　住吉橋架替事業、電線共同溝事
業

事業費(a) 83,700 408,497 315,000

820

総コスト(a)+(b) 84,520 409,307 315,820

改善する余地がある

指定管理
主
な
内
訳

出資金 改善する余地がない

委託
理
由
・
説
明

道路整備特別措置法の規定に基
づき、阪神高速道路の料金改定に
は地方議会の議決を経て、行うも
のとなっている。

補助金

改善する余地がある

指定管理 主
な
内
訳

負担金 83,700 408,497 315,000 改善する余地がない

委託
理
由
・
説
明

法的負担金であるため。
補助金

負担金 人件費(b) 820 810
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事業概要一覧 【様式２】

分類

所管局 建設局

コロナ対応を踏まえ、事業のあり方を改善
する余地があるか。事務事業名 実施手法 実施内容 H30決算 R1決算 R2予算

所
属

事業概要 投入量（千円）

■ □

□ ■

■

□

□

■ □

□ ■

■

□

□

■ □

□ ■

■

□

□

41,586 777 47,044

負担金 人件費(b) 20,500 31,590

道
路
整
備
課

一般道路新設改良
（道路整備課）

D
 

建
設
・
整
備
事
業

直接実施

幅員が狭あいな生活道路（府道、市道）におい
て、狭あい箇所の拡幅、隅切りの設置、車両離
合場所の設置等により、安全性及び利便性の
向上を図るものである。

事業費(a) 96,362 43,695 280,544

40,180

総コスト(a)+(b) 116,862 75,285 320,724

道
路
整
備
課

交通安全施設設置
(道路整備課）

D
 

建
設
・
整
備
事
業

直接実施

歩道設置や交差点改良工事、踏切道改良工事
等を実施するものである。

事業費(a) 397,327 41,952 60,105

13,050

総コスト(a)+(b) 417,007 62,202 73,155

改善する余地がある

指定管理
主
な
内
訳

調査費等 23,841 16,305 66,000 改善する余地がない

委託 工事費 29,068 26,613 167,500
理
由
・
説
明

新規事業については必要性を十分
精査するが、市民のニーズの高い
事業であり、釜室豊田1号線や畑
下里線等の継続中の事業が多くあ
るため改善する余地がない。

補助金 用地費等

改善する余地がある

指定管理
主
な
内
訳

調査費等 338,832 13,870 39,205 改善する余地がない

委託 工事費 46,386 26,922 5,000
理
由
・
説
明

通学路や踏切などにおいて、安全
な道路空間の確保は、不可欠であ
り、市民のニーズも高いため改善
する余地がない。

補助金 用地費補償費 12,109 1,160 15,900

負担金 人件費(b) 19,680 20,250

負担金 人件費(b) 6,501 9,485

道
路
整
備
課

無電柱化推進事業

D
 

建
設
・
整
備
事
業

直接実施

「堺市無電柱化推進計画」に基づき、無電柱化
事業を推進する。
令和2年度は、広域緊急交通路重点14路線の
１つである府道大阪和泉泉南線の無電柱化に
向けた調査業務を行う。

事業費(a) 4,806 0 6,000

8,950

総コスト(a)+(b) 11,307 9,485 14,950

改善する余地がある

指定管理
主
な
内
訳

委託費 4,806 6,000 改善する余地がない

委託
理
由
・
説
明

地震等の災害時の電柱倒壊による
避難や緊急車両の通行、救援活
動、物資支援などの阻害を防ぎ、
都市防災機能を確保するため改善
する余地がない。

補助金
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事業概要一覧 【様式２】

分類

所管局 建設局

コロナ対応を踏まえ、事業のあり方を改善
する余地があるか。事務事業名 実施手法 実施内容 H30決算 R1決算 R2予算

所
属

事業概要 投入量（千円）

■ □

■ ■

■

□

□

■ □

□ ■

■

□

□

公
園
監
理
課

公園施設管理事業

D
 

建
設
・
整
備
事
業

直接実施
（経緯）
　身近な歩いて行ける公園から大規模な公園まで、地域の
ニーズを踏まえて計画的に整備された様々な公園を適切に
管理している。さらに、都市計画法に係る宅地開発に伴う
公園・広場についても市に帰属され、管理が必要となる。
  本事業は、これら都市公園について、樹木の剪定、除草
およびトイレの清掃等により安全で清潔な公共空間を確保
するほか、今後はパークマネジメントにより、民間事業者、
地域団体、NPO法人といった多様な主体との連携・協働に
より経営的視点・利用者の視点に立って、公園の管理運営
を戦略的に推進する。

（事業内容）
1.直接実施
（1）パークマネジメントの推進、光熱水費の支払い事務等
（2）現場維持管理（苦情要望対応、緊急時の現場対応、業
務・修繕の事務等）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2.
指定管理者委託：日本庭園、金岡・大浜プール、鳳公園、
堺自然ふれあいの森
3.業務委託
（1）専門業者委託：植物・園地管理（剪定、灌水、薬剤散
布、除草等）、トイレ・排水管等清掃、警備等
　　遊具・照明灯・水道等の修繕
（2）外郭団体委託：（公社）シルバー人材センター、（公財）
就労支援協会

事業費(a) 1,474,640 1,553,217 1,392,269

234,400

総コスト(a)+(b) 1,696,640 1,784,817 1,626,669

改善する余地がある

指定管理

主
な
内
訳

樹木剪定・除草等
委託料

1,141,971 1,221,772 1,064,855 改善する余地がない

委託 光熱水費 227,002 219,959 211,160

理
由
・
説
明

　公園施設管理事業において、既に以下の
改善を実施している。
・光熱水費について、高圧電力の供給の入
札を行い、電気代の削減を図った。
・植物・園地管理について、除草・剪定の年
間実施回数の見直し、委託料の削減を図っ
た。
・指定管理制度を導入し、公の施設の管理
運営を効率的に行った。
・パークマネジメントを踏まえ、原池公園につ
いて民間活力の導入を進めており、新型コ
ロナの感染拡大防止を図ることを前提に社
会経済活動も勘案し、取組を進めることが適
切と考える。

補助金 遊具等修繕料 69,026 44,375 43,000

負担金 人件費(b) 222,000 231,600

負担金 人件費(b) 4,100 4,050

公
園
監
理
課

公園愛護会関連事業

D
 

建
設
・
整
備
事
業

直接実施
（経緯）
　堺市公園愛護会は、昭和37年に堺市児童公園指導委員
会として発足し、昭和44年に堺市公園愛護会に改称した。
市民の健全かつ楽しい憩いの場となるよう公園の環境整備
と緑化推進を図ることを目的に、地域の愛護委員が公園の
見回り、清掃、除草を行っている。これらの活動に関し、(公
財)堺市公園協会が地域住民と行政のパイプ役として事務
局を担い、必要な用具の支給や活動に関する相談などに
対し、迅速できめ細やかな対応に心掛けながら、約1,150名
の愛護委員とともに公園の維持管理を実施している。
（事業内容）
１．公園緑地管理  ：  公園愛護委員等の協力を得た、市内
公園緑地の清掃・除草の実施等
２．緑化推進・啓発 ：  公園愛護会の運営、公園管理・園芸
知識の習得に向けた講習会等の実施、並びに公園愛護意
識の醸成

事業費(a) 145,901 148,016 150,301

4,100

総コスト(a)+(b) 150,001 152,066 154,401

改善する余地がある

指定管理

主
な
内
訳

市内公園・緑地等
管理業務

145,901 148,016 150,301 改善する余地がない

委託

理
由
・
説
明

　地域の協力を得ながら進めている取組で
あり、市域全域に広がる約1180公園を効率
的・効果的に維持管理するためには公園愛
護委員の協力は必要不可欠である。
　屋外作業を行う公園愛護委員に対し感染
対策を指導することで事業実施は可能と考
える。
　現在、愛護委員の選定に関し、自治連合
会における手続き等の軽減を図り、人と人と
の接触を最小限にできるよう改善に向けた
検討をおこなっている。

補助金
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事業概要一覧 【様式２】

分類

所管局 建設局

コロナ対応を踏まえ、事業のあり方を改善
する余地があるか。事務事業名 実施手法 実施内容 H30決算 R1決算 R2予算

所
属

事業概要 投入量（千円）

■ □

□ ■

■

□

□

■ ■

□ □

□

□

□

公
園
監
理
課

公園施設改修事業

D
 

建
設
・
整
備
事
業

直接実施
（経緯）
　身近な歩いて行ける公園から大規模な公園まで、地域の
ニーズを踏まえて計画的に整備された様々な公園を適切に
管理している。さらに、都市計画法に係る宅地開発に伴う
公園・広場についても市に帰属され、管理が必要となる。
  本事業は、公園施設の機能が十分に発揮できるよう、劣
化損傷および老朽化した施設の改修により、耐力の復元、
機能の回復、美観の向上を図り、また、避難地機能を備え
た公園改修を行う。

（事業内容）
1.既存公園施設再整備の設計および整備（園路、照明灯、
橋梁等の市民ニーズに見合った施設への改修）
2.遊具等の公園施設改修工事（老朽化遊具の更新等）
3.防災トイレ・倉庫の設置

事業費(a) 318,101 279,080 305,621

73,800

総コスト(a)+(b) 384,751 351,980 379,421

改善する余地がある

指定管理

主
な
内
訳

遊具等設置・施設
改修等整備工事

307,838 266,457 262,419 改善する余地がない

委託
リニューアル等設
計業務委託等

6,930 11,520 35,528

理
由
・
説
明

　公園施設の劣化損傷および老朽化につい
て必要な対策を講じることにより、安全で安
心な公園利用を市民へ提供することなどか
ら必要不可欠な事業である。
　今後、民間活力の導入を進める公園につ
いては、このことに伴う財源の確保に努め
る。
　事務事業を進めるにあたり、新型コロナの
感染拡大防止を図ることを前提に社会経済
活動も勘案し、取組を進めることが適切と考
える。

補助金
防災トイレ等購入
費

1,985 0 778

負担金 人件費(b) 66,650 72,900

負担金 人件費(b) 13,630 13,470

公
園
監
理
課

公園の使用許可等事
務

D
 

建
設
・
整
備
事
業

直接実施 （経緯）
都市公園の設置と管理に関する基本法として都市公園法
が制定され、同法および同施行令において占用物件として
都市公園に設けることのできる施設を限定的に規定し、公
園施設の規格化、公園管理の適正化を図るため、堺市公
園条例に基づき許認可業務を行っている。また、土地の寄
付による公園整備および公園施設の寄附に伴い公園の機
能向上を図る。
（事業内容）
○公園占用許可、公園使用許可、設置許可、管理許可等
　・申請された内容に基づき協議し、都市公園法及び堺市
公園条例に照らし合わせ審査をおこなう。
　・適正に指導及び許可を行い、使用料、占用料の徴収を
おこなう。
○土地の寄附による公園の整備及び公園施設の寄附
 　・寄附の内容毎に公園として必要かどうかを検討し、相手
方と調整のうえ必要な手続き等を進める。寄付頂く公園施
設及び樹木等について、適切な場所等を選定し、公園機能
の向上を図る。

事業費(a) 0 0 0

13,870

総コスト(a)+(b) 13,630 13,470 13,870

改善する余地がある

指定管理

主
な
内
訳

改善する余地がない

委託

理
由
・
説
明

　公園に係る占用、使用等の許可申請
業務をおこなうにあたり、コロナ対応と
して感染拡大防止の観点から、事前協
議や追加資料の提出などをメールなど
も活用しながら行うことで市民等の申
請者との接触回数を減らすなど業務改
善の余地がある。

補助金
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事業概要一覧 【様式２】

分類

所管局 建設局

コロナ対応を踏まえ、事業のあり方を改善
する余地があるか。事務事業名 実施手法 実施内容 H30決算 R1決算 R2予算

所
属

事業概要 投入量（千円）

■ □

□ ■

■

□

□

■ □

□ ■

■

□

□

大
仙
公
園
事
務
所

大仙公園魅力向上事
業

D
 

建
設
・
整
備
事
業

直接実施
（経緯）
市のシンボルパークとして、安全で快適な空間を提供す
る。

（事業内容）
大仙公園を公園利用者が安全・快適に利用できるように植
物・遊具等の公園施設を適切に維持・更新する。
 １．既存公園施設（路面、照明灯等）の維持補修、リニュー
アル
　大仙公園日本庭園において、経年劣化により不陸のある
園路の改修を行う。
　老朽化している照明灯等の改修や放送設備の設置を行
う。
　年３回の施設点検について不具合のある施設（遊具・照
明施設等）の補修及び改修を行う。
 ２．樹木等の維持管理
 ３．苦情要望・緊急時の現場対応

事業費(a) 231,114 262,989 214,738

65,600

総コスト(a)+(b) 296,714 327,789 280,338

改善する余地がある

指定管理

主
な
内
訳

樹木等維持管理委
託料

92,491 89,121 81,743 改善する余地がない

委託
日本庭園指定管理
委託料

48,400 52,011 52,179

理
由
・
説
明

令和元年度に世界文化遺産に登録された
百舌鳥古墳群の一角に位置する当該公園
は、国内外から訪れる多くの来園者を迎える
本市のシンボルパークとして位置づけている
中で、照明灯等の改修対象を絞ったり、年
間管理業務の頻度等を再考する等行い、こ
れまでも維持管理費の縮減に取り組んでき
たため、これ以上の改善はする余地はな
い。
また、コロナ対応については、委託業者等に
3密を避けるよう指示し、感染拡大防止を図
ることで事業実施が可能であると考える。

補助金 工事請負費 62,681 92,656 54,695

負担金 人件費(b) 65,600 64,800

0 58,000

負担金 人件費(b) ― 32,400

公
園
監
理
課

長寿命化修繕事業

D
 

建
設
・
整
備
事
業

直接実施 （経緯）
  都市公園については、計画的な配置や整備と併せ、現在
の都市公園のストックの適正な維持管理が課題となってお
り、平成24年に国土交通省から長寿命化計画策定指針が
示され、全国的にも推進されている。

（事業内容）
○公園施設長寿命化計画の策定
　・2ha以上の公園を対象とした公園施設長寿命化計画を
策定した。（H30年度）
　・2ha未満の公園を対象に長寿命化計画を策定する。（R2
年度）
　・ライフサイクルコストの縮減、維持管理費の平準化を図
る。
○遊戯施設の健全度調査
　・子どもたちが利用する遊具は、都市公園法施行規則（平
成30年4月1日改正）第三条の二により、年に1回専門的な
健全度調査を実施する。
○計画に基づく維持管理の実施（設計・修繕更新）
　・2ha以上の公園施設のうち、健全度調査により施設修繕
の優先度が高いものから実施する。
　・事業費には、社会資本整備総合交付金及び地方交付
税措置のある市債を活用する。

事業費(a) ― 29,727 437,000

32,800

総コスト(a)+(b) ― 62,127 469,800

改善する余地がある

指定管理

主
な
内
訳

長寿命化計画に基
づく詳細設計業務

8,112 24,000 改善する余地がない

委託 整備工事費 21,615 355,000

理
由
・
説
明

　現在、1,183公園を管理しており、開設から
30年を超える公園が58％を占め、10年後に
は75％となる。
　今後急速に高齢化を迎える公園施設に対
して、効率的・効果的に維持管理を行い、公
園利用者の安全・安心を確保する必要があ
ることから、長寿命化修繕事業については
着実に進める必要がある。
また、コロナ対応については、委託業者等に
3密を避けるよう指示し、感染拡大防止を図
ることで事業実施が可能であると考える。

補助金
各種調査・計画策
定委託料
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事業概要一覧 【様式２】

分類

所管局 建設局

コロナ対応を踏まえ、事業のあり方を改善
する余地があるか。事務事業名 実施手法 実施内容 H30決算 R1決算 R2予算

所
属

事業概要 投入量（千円）

■ ■

□ □

□

□

□

■ ■

□ □

□

□

□

□ ■

■ □

■

□

□

公
園
緑
地
整
備
課

緑の政策審議会

F
 

審
議
会
・
協
議
会
等
運
営
事
業

直接実施
（経緯）
Ｈ２２年６月に制定（同年９月施行）した「堺市緑の保
全と創出に関する条例」第７条に基づき設置した市
長の附属機関

（事業内容）
・市長の諮問を受けて、委員１４名（市議会議員２
名、学識経験者７名、市長が適当と認める者５名）で
構成された緑の政策審議会を開催し(必要に応じて
部会を設置）、緑の基本計画その他緑の保全と創出
に関する重要事項について、調査、審議を行う。

事業費(a) 219 150 1,050

8,200

総コスト(a)+(b) 8,419 8,250 9,250

改善する余地がある

指定管理
主
な
内
訳

審議会委員出席報
酬

133 102 572 改善する余地がない

委託
会議録作成（筆耕
翻訳）

28 48 222

理
由
・
説
明

審議案件の精査を行うことにより、審議
回数や時間の縮減を図ることができな
いか検討する。また、開催手法として
は、3密を避けるため、書面開催等での
開催を検討する。

補助金
審議会資料作成
（印刷製本）

59 0 200

負担金 人件費(b) 8,200 8,100

負担金 人件費(b) 16,740 16,740

公
園
緑
地
整
備
課

開発等に伴う緑化等
の協議・調整・指導業
務

B
 

法
定
義
務
等
事
業

直接実施
（経緯）
都市の健全な発展と秩序ある整備を図り、もつて国
土の均衡ある発展と公共の福祉の増進に寄与する
ことを目的として、緑の創出が必要となっている。

（事業内容）
都市計画法、堺市開発行為等の手続に関する条
例、堺市風致地区内における建築等の規制に関す
る条例、堺市緑の保全と創出に関する条例に基づく
緑化協議及び指導

事業費(a) 0

16,740

総コスト(a)+(b) 16,740 16,740 16,740

公
園
緑
地
整
備
課

堺市都市緑化セン
ター運営事業

E
 

指
定
管
理
施
設
管
理
運
営
事
業

直接実施 （経緯）
昭和５０年建設省（現 国土交通省）都市局が発表し
た「緑の相談所－都市緑化植物園－施設運営要
領」に呼応し、昭和５２年大仙公園内に都市緑化植
物園を設置することを決定。都市緑化植物園の中枢
となる施設として、昭和５８年に設計、昭和５９年より
２箇年で整備し昭和６１年に開設。

（事業内容）
・総合景観を重視した庭園見本園等の施設整備によ
る花と緑に関する情報の発信
・花や緑に関する相談
・見本展示会や講習会の開催
・人と花と緑が触れ合えるイベントの開催

事業費(a) 93,838 89,637 70,958

9,840

総コスト(a)+(b) 103,678 99,357 80,798

改善する余地がある

指定管理
主
な
内
訳

改善する余地がない

委託
理
由
・
説
明

当事業は、不特定多数の開発業者
等と窓口にて受付や協議等が必要
となるが、簡易な協議はメール等で
行うなど改善を検討する。

補助金

改善する余地がある

指定管理

主
な
内
訳

施設運営事業 62,500 63,079 63,658 改善する余地がない

委託 施設改修等 29,484 26,552 3,900

理
由
・
説
明

花や緑に関する相談等、電話や
メールで対応できるものは改善を
検討する。
また、令和2年度に緑化センターの
今後の在り方について検証する。

補助金
運営見直し計画策
定業務

3,400

負担金 人件費(b) 9,840 9,720
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事業概要一覧 【様式２】

分類

所管局 建設局

コロナ対応を踏まえ、事業のあり方を改善
する余地があるか。事務事業名 実施手法 実施内容 H30決算 R1決算 R2予算

所
属

事業概要 投入量（千円）

■ ■

□ □

■

□

□

■ ■

□ □

■

□

□

□ ■

■ □

■

□

□

7,653 7,653 7,653

負担金 人件費(b) 8,200 8,100

公
園
緑
地
整
備
課

都市公園整備事業

D
 

建
設
・
整
備
事
業

直接実施
（経緯）
堺市緑の基本計画における、緑の将来像を実現す
るための施策の一つとして都市公園（街区公園、近
隣公園、地区公園等）の整備を行っている。

（事業内容）
都市公園について、市民ニーズに対応し、都市公園
法施行令に定める、都市公園の住民一人当たりの
敷地面積の標準値（10m2/人）の確保を目指しなが
ら、優先順位をつけ、順次整備する。

事業費(a) 56,820 7,653 31,816

8,200

総コスト(a)+(b) 65,020 15,753 40,016

公
園
緑
地
整
備
課

都市計画公園見直し
事業

G
 

企
画
・
計
画
策
定
・
調
査
研
究
事
業

直接実施
（経緯）
少子化・高齢化の進行と人口減少社会の到来、環
境問題への対応などを背景に、成熟社会に対応し
市民生活の質的向上を図るにあたり、都市計画公
園の必要性も変化している。時代に対応した都市計
画公園の見直しが必要になっている。

（事業内容）
都市計画に位置づけられた公園のうち現在事業に
未着手（未整備）となっている公園を中心に、整備方
針と個々の公園の位置づけを明確にし、その必要性
の検証を行う。
その検証結果を受け、現状と課題を把握し、見直し
のガイドラインを作成したうえで、今後の都市計画公
園のあるべき姿を明確にし、必要に応じて都市計画
変更の手続きを行う。

事業費(a) 2,808

16,400

総コスト(a)+(b) 8,718 17,050 16,400

改善する余地がある

指定管理
主
な
内
訳

設計・測量業務 4,710 21,563 改善する余地がない

委託 公園整備工事 44,436 2,500
理
由
・
説
明

市民ニーズ及び都市公園の住民一人
当たりの敷地面積を考慮し、計画に基
づき、引き続き事業を進める必要があ
るが、財政状況を鑑み、整備予定部分
の一部を延期するなどの対応を行い事
業費の縮減を図る。

補助金 負担金

改善する余地がある

指定管理

主
な
内
訳

委託料 2,808 改善する余地がない

委託

理
由
・
説
明

過去の都市計画決定された都市公
園の紙資料を電子化することによ
り、事業の効率化、改善を検討す
る。

補助金

負担金 人件費(b) 5,910 17,050

負担金 人件費(b) 27,300 24,600

公
園
緑
地
整
備
課

原山公園再整備運営
事業

D
 

建
設
・
整
備
事
業

直接実施 （経緯）
急速な人口減少及び高齢化が進む泉北ニュータウ
ンの再生、並びに高度先進医療や研究機能の充実
等を目的とし、平成26 年7 月16 日付で大阪府、堺
市、学校法人近畿大学の三者で「泉ヶ丘駅前地域に
おける近畿大学医学部等の設置に関する基本協定
書」を締結した。
・同協定において、泉ヶ丘プールを含む田園公園の
一部を有償譲渡するとしたことから、泉ヶ丘プールの
再整備（移転・建替）の検討が必要となった。

（事業内容）
PFI事業者が公園施設の設計業務、建設業務及び
工事監理業務を行った後、その所有権を市に移転し
たうえで、事業期間を通じて公園施設の運営業務、
維持管理業務等を行う。

事業費(a) 1,168,254 1,018,020 1,712,084

24,600

総コスト(a)+(b) 1,195,554 1,042,620 1,736,684

改善する余地がある

指定管理

主
な
内
訳

委託料 1,167,419 943,872 1,699,700 改善する余地がない

委託

理
由
・
説
明

泉ヶ丘プールの代替施設として整備す
る事業であるため、引き続き事業を行う
必要がある。また、当事業は、令和２年
度に建設業務が完了し、引き続き指定
管理業務が開始しているため、事業途
中で止めることはできない。
コロナ対策としては、屋内施設での3密
対策等コロナ対策を徹底する。新規施
設であるため、定期的にコロナ対策を
チェックし、必要に応じて改善策を検討
する。

補助金
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事業概要一覧 【様式２】

分類

所管局 建設局

コロナ対応を踏まえ、事業のあり方を改善
する余地があるか。事務事業名 実施手法 実施内容 H30決算 R1決算 R2予算

所
属

事業概要 投入量（千円）

■ □

□ ■

■

□

□

□ ■

■ □

□

□

□

■ ■

□ □

□

□

□

自
転
車
環
境
整
備
課

道
路
計
画
課

大和川沿川整備事業

D
 

建
設
・
整
備
事
業

直接実施
大和川沿川の賑わいや魅力の創出を図るため、平
成31年3月に国の登録を受けた「堺市かわまちづくり
計画」に基づき、阪神高速道路大和川線上面空間と
河川空間とを一体的に利用した賑わい拠点をはじ
め、連続した自転車・歩行者通行環境の整備等を行
うものである。また、自転車通行環境整備により、西
は泉州サイクルルート、東は南河内サイクルラインと
繫がり、広域自転車ルートとしての魅力が向上し、多
くの来訪者が見込まれる。

事業費(a) ― ― 350,157

34,226

総コスト(a)+(b) ― ― 384,383

改善する余地がある

指定管理
主
な
内
訳

委託料 136,300 改善する余地がない

委託 工事費 212,000
理
由
・
説
明

「堺市かわまちづくり計画」に基づ
き、平成31年度～令和5年までの
事業期間で国と共に計画的に事業
を実施しているため。

補助金 その他 1,857

負担金 人件費(b) ― ―

2,635 1,045 100

負担金 人件費(b) 21,600 21,500

自
転
車
対
策
事
務
所

有料自転車等駐車場
管理運営業務

E
 

指
定
管
理
施
設
管
理
運
営
事
業

直接実施

市内２７駅８２か所の自転車等駐車場の管理
運営を指定管理者制度を導入して行っている。

事業費(a) 39,564 33,047 37,048

21,700

総コスト(a)+(b) 61,164 54,547 58,748

自
転
車
対
策
事
務
所

自転車等駐車場設置
事業

D
 

建
設
・
整
備
事
業

直接実施

既存施設の老朽化や利用者ニーズに対応した
自転車等駐車場の整備を行う。

事業費(a) 144,748 62,595 0

総コスト(a)+(b) 148,848 66,695 0

改善する余地がある

指定管理
主
な
内
訳

使用料及び賃借料 20,148 24,383 24,772 改善する余地がない

委託 需用費 10,113 5,276 4,237
理
由
・
説
明

新型コロナウィルス感染症拡大防
止や施設利用者の利便性の向上
を図るため、令和３年度からの
キャッシュレス化に向けて取組を進
める。

補助金 工事請負費

改善する余地がある

指定管理
主
な
内
訳

工事請負費 133,682 58,584 改善する余地がない

委託 委託料 9,450 3,529
理
由
・
説
明

事業を進める中で、密を避ける等
の感染予防策を講じていく。

補助金 使用料及び賃借料 1,470 249

負担金 人件費(b) 4,100 4,100
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